
 

 

４）施設配置図 

計画対象施設の主要場所の配置図を次頁に示した。 

 

 

 

 











 

 

3333----4444    プロジェクトの実施体制プロジェクトの実施体制プロジェクトの実施体制プロジェクトの実施体制     

    

3-4-1 組織 

 

１）主管官庁 

本プロジェクトの主管官庁はアンゴラ国保健省である。本プロジェクトの指導監督には

国際交流局、調達機材の管理には、全国機材・医薬品・維持局が当たることとなる。 

保健省の組織図は以下のとおり。 

 

                図3-1 保健省組織図              出典：保健省 

 

2）実施機関 

本プロジェクトの実施機関は、ルクレシアパイム産婦人科病院である。同病院の組織

図は次頁のとおり。 

 

 

諮問機関 技術支援機関 補佐組織 中央実施機関 後方支援組織

諮問協議会
全国保健医療
監査局

大臣官房
全国保健
医療局

国立公衆衛生
研究所

局長諮問
委会

法務局 次官官房 全国人材局
ﾄﾘﾊﾟﾉｿｰﾏ症管理・
撲滅研究所

総務局 国際交流局
全国機材・医薬
品・維持局

リファレル病院

調査、計画、
統計局

計画局

全国保健医療
審議会

保健大臣

州管理局

市町村管理局

次官（2名）





 

 

3-4-2 予算 

①アンゴラ国保健予算 

保健医療関連への予算配分は全予算額の３～４％台で推移している。内戦状態に

あることから、国家予算における軍事費の割合が突出しているとみられ、保健、教育、

社会福祉等の民生関連予算は抑えられている。WHOでは、保健関連予算比率を国

家予算の10％程度までにするように勧告しているが、極めて困難であると予想される。 

 

アンゴラ国の国家予算額の推移は以下のとおり。 

年度 国家予算総額(Krz.) １US$=Krz. USD 

1997 694,643,000,000,000 265,000 2,621,294,000 

1998 1,384,200,000,000,000 361,000 3,834,349,000 

1999 3,658,686,000,000,000 686,000 5,333,362,000 

2000 N.Krz. 32,058,000,000 5.57 5,755,475,000 

 

 アンゴラ国政府の２０００年度国家予算は以下のとおり。 

内容 予算額（Kzr） 割合(％) USD(1US$=5.57Krz.) 

国家予算 Kzr32,058,622,438   100 % US$5,755,475,000 

  国防省 2,315,000,000     7.22 415,619,000 

   内務省 1,778,276,584     5.55 319,428,000 

   保健省 1,157,644,567     3.61 207,772,000 

   公社等国家機関 1,735,192,165     5.41 311,371,000 

   教育･文化省 534,189,528     1.67 96,116,000 

   財政負担 10,821,103,508    33.75 1,942,472,000 

   大統領府 3,687,087,388    11.50 661,879,000 

 

②対象施設の予算 

対象施設の1998年度の年間予算は次頁の表3-6のとおり。予算の約５０％が人件

費、４０％が医薬品等、残り１０％で施設の運営が賄われている。 

従来、施設設備及び医療機材等の維持管理については、保健省の維持管理局と

同局から各施設へ配属している技術者が行い、医薬品等消耗品については保健省の

傘下の公社アンゴメディカ（ANGOMEDICA）が一括供給を行ってきた。しかしながらそ

の後、国家経済の悪化に伴い国有化体制が崩壊する一方、診療費用は従来どおり無

料診療であることから、医療施設の運営は、財政的に非常に厳しい状況にある。 

 

 



 

 

表3-6 対象施設の1998年度予算 

No. 内容 １９９８年(Kzr) USD 換算 

１ 人件費   989,254,679,000      2,740,000 

２ 医薬品等   780,216,115,000      2,161,000 

３ サービス全般 6,411,158,770         17,800 

４ その他   161,061,734,000       446,000 

 合計 Krz.1,936,943,686,770 USD5,364,800 

 

3-4-3 要員・技術レベル 

（1）医学教育及び技術レベル 

アンゴラ国の医学教育機関は､アンゴラ大学医学部が中心的な役割を果たしてい

る。首都ルアンダにある公立系アメリコ・ボアビダ病院、ジョシナマシェル病院の総合

病院及びルクレシアパイム産婦人科病院等６ヶ所の専門科病院を教育病院として医

師、看護婦等の医療従事者を育成している。自国における医学教育制度とは別に、

ポルトガル、ブラジル、ロシア等他国への留学も盛んに行われ、新しい技術の導入も

図っていることから医学技術の遅れは特には見られない。 

対象病院においては、各部門に必要な医療従事者が配置され、現在活動してい

る。本計画にて調達される機材の多くは現有機材の更新・補充であること等から、計

画対象病院における現状の要員及び技術レベルにての対応が可能であると判断す

る。 

 

（2）アンゴラ国の医療従事者 

 アンゴラ国における医師数は、表３-７のとおり人口 1万人に対して０．６４と諸外国に

比較して極めて少ない状態であるとともに、アンゴラ人医師６５％、ベトナム、キューバ、

ポルトガル等からの外国人医師３５％になっており海外からの派遣医師に頼っている

のが実情である。また、アンゴラ国内の州別保健医療従事者数(表３-８)では、首都ア

ンゴラを含むルアンダ州に医療従事者が集中している状態にある。 

アンゴラ 1993 668 171 0.6 0.2
ケニヤ 1992 3,554 664 1.5 3.0
ジンバブエ 1995 1,632 138 1.4 1.0
インド 1992 424,524 10,751 4.8 1.0
スリランカ 1994 4,114 381 2.3 2.0
米国 1992 612,314 160,770 24.5 6.3

出典：世界保健統計　WHO

　　表３－７　　医療従事者数の国際比較　　

歯科医師比率
（対１万人）

調査年 医師数 歯科医師数
医師比率
（対１万人）



 

 

表 3-8 アンゴラ国州別保健医療従事者数 

(出典： SAUDE EM ANNGOLA、1993) 

 

   （３）対象施設の医療従事者 

従来、アンゴラ国における医療施設の運営管理の基準は、対象施設のもつベット数

がベースとなって決められており、その数によって運営予算額、要員配備数等割り当て

られていた｡ 現在、ルクレシアパイム産婦人科病院の医療従事者は総勢 930 人である

が、現在の保健省の保健医療改革からみて、従事者数は約半数で十分であるとの試

算がなされている。 

対象施設のルクレシアパイム産婦人科病院の医療従事者数は表 3-9 のとおりであ

る。 

表 3-9 対象施設医療スタッフ数（人） 
医  師 ５５ 
看護婦・助産婦 ３３３ 
薬剤師 １１ 
技  師 ８５ 
その他 ４４６ 
合  計 ９３０ 
出典：ﾙｸﾚｼｱﾊﾟｲﾑ病院質問書回答 

州名 助産婦／伝統的産婆

ベンゴ 4 0 4 183 150 105/24

ベンゲラ 10 23 33 815 315 62/120

ビニ 7 0 7 359 279 75/371

カビンダ 19 7 26 398 180 73/26

ウワンボ 20 0 20 653 106 116/76

ウィラ 7 17 24 393 250 100/124

クワンド・クバンゴ 4 0 4 62 44 16/20

クワンザ・ノルテ 3 0 3 282 160 160/260

クワンザ・スル 4 19 23 258 242 -/173

クネネ 7 0 7 134 116 163/13

ルアンダ 259 162 421 1,842 27 80/430

ルンダ・ノルテ 4 0 4 291 224 57/127

ルンダ・スル 4 0 4 177 117 40/190

マランジェ 5 0 5 396 88 51/200

モシコ 4 0 4 199 107 113/52

ナミベ 6 11 17 196 79 11/-

ウイジェ 5 0 5 480 178 -/38

ザイレ 3 0 3 224 48 51/6

中央 54 546

合計 429 239 668 7,888 2,710 1,281/2,250

衛生員ｱﾝｺﾞﾗ人医師外国人医師 計 ﾊﾟﾗﾒﾃﾞｨｶﾙ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4章 事業計画 



 

 

第第第第 4444章章章章    事業計画事業計画事業計画事業計画    

 
4444----1111    施工計画施工計画施工計画施工計画    

 

4-1-1 施工方針 

両国政府による交換公文締結後、国際協力事業団（JICA）の推薦を受けた日本法人コ

ンサルタントはアンゴラ国政府とコンサルタント契約を締結する。これに基づきコンサルタ

ントは実施設計業務、施工管理業務を実施する。 

また、入札によって決定された日本法人機材調達業者がアンゴラ国政府と業者契約を

締結し、機材の調達・据付を実施する。 コンサルタント契約、業者契約は、日本国政府

により認証され有効となる。 

本計画実施にあたっての事業実施主体、コンサルタント、機材調達業者は以下のとおり

である。 

（１） 事業実施主体 

本事業における主管官庁はアンゴラ国保健省であり、本計画の実施機関は同国

のルクレシアパイム産婦人科病院である。 

 

（２） コンサルタント 

本計画が日本の無償資金協力で実施される場合は、その制度により、日本のコン

サルタントがアンゴラ国政府との契約に基づき、以下のコンサルタント・サービスを提

供することになる。 

・ 実施設計 ： 詳細設計及びその他の技術資料の作成 

・ 入札段階 ： 入札業務管理、業者契約の選定にかかる契約等の業務代行 

・ 調達段階 ： 機材調達監理、出荷検査等 

・ 管理段階 ： 機材検品、据付監理、業務完了確認 

・  

（３） 機材調達業者 

機材の調達は入札によって選定された日本の業者によって行われる。 その業者

はアンゴラ国政府との契約に基づき機材の製作、供給、運搬、据付等の業務を行い、

同国側に対し機材の操作指導および維持管理の指導を行った後引渡を行う。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

実施業務のフローチャートは下図のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 実施業務フローチャート 

 

 

4-1-2 施工上の留意事項 

計画対象施設が現在活動中の医療施設であることを考慮し、日常の医療活動に支障

を来さない搬入スケジュールや搬入ルート及び保管場所等の確認と、機材据付時の手順

などについて対象施設側と協議を行うこととする。特に、更新機材の場合、既存機材の撤

去時期については十分協議を重ね、旧機材の移動と新機材の設置の間で医療活動に問

題が生じないよう配慮する。 

 

4-1-3 施工区分 

(1) 日本側の負担事項 

1. 前述の機材計画表に示す医療機材の調達 

2. 海上・陸上輸送費および対象施設までの国内輸送 

3．機材の据付場所の改修工事（洗濯場、救急・分娩・手術室の手洗場） 

4. 機材の据付、設置（技術者派遣、現地傭人、工具・計測器等の費用） 

5. 調達機材全般にわたる試運転、操作、点検、維持管理の指導 

 

(2) 相手国側の負担事項 

1. 本計画の実施期間中、一時的に事務所として使用する場所を医療施設内に提

供すること。 

2. 本計画に必要な周辺基盤（電力・水供給、排水、その他の施設）について機材据

付までに整備・提供し、現在新機材の設置予定場所にある現有機材を撤去するこ

コンサルタントサービスの提供 

製品の検査 
機材調達管理 

コンサルタント契約 

請 負 契 約 

機 材 納 入 

操作・保守点検の説明、指導 

日本国政府 

J I C A 

コンサルタント 

調 達 業 者 

 
 
事業実施主体事業実施主体事業実施主体事業実施主体    

アンゴラ共和国 

保健省 

対象対象対象対象施設施設施設施設    

ルクレシアパイム産

婦人科病院 

契約認証 



 

 

と。 

 

4-1-4 施工監理計画 

(1) 施工監理の基本方針及び留意点 

施工にあたっては、本計画が日本国政府の無償資金協力の枠組みに従って実施

されるプロジェクトである点を念頭に、以下の各項目に留意しながら施工計画を策定

する。 

1) 日本側担当者とアンゴラ国側担当者との間で実施工程を検討し、日本側及びア

ンゴラ国側の工事負担範囲、各工程の着手時期を設定する。双方の工事が錯綜し

ないよう、工事の着工時期、完了時期を調整する。 

 

2) 工期を最大限に短縮するため、機材調達業者は機材搬入の 2 ヶ月前までに当

該施設を踏査し、機材搬入経路、設置予定場所、電気給排水等の状況を確認し、

搬入業務工程表を準備した上で実施に当たる。 

 

3) 据付・納品作業は約 2 ヶ月間必要であると想定する。 

 

4) 第三国から調達される機材で、保守・維持管理が必要な医療機材については、

同機材の製造業者または正規代理店の技術担当者が、各計画対象施設において

据付・操作指導等を行う。 

 

5) 日本から調達される機材の据付・操作指導は、電子医療機器分野、一般医療機

器分野等の専門技術者が行う。 

 

(２) 人員計画 

実施設計・施工監理におけるコンサルタント業務従事者は以下の通りである。 

 

 ・ 業務主任  1名 

     コンサルタント業務全体の総括指導を行う。 

 ・ 医療機材計画担当 2名 

     計画機材の分析及び仕様書を作成する。 

 ・ 設備計画担当  1名 

     アンゴラ国側負担工事の進捗状況を確認する。 

 ・ 積算担当  1名 

     現地施設の確認及び基本設計時との比較を行い、積算並びに補足事項を検討

する。 

 



 

 

4-1-5 機材調達計画 

(1) 機材の調達 

本計画にかかる調達機材の調達にあたっては、①対象施設において一般的に使

用されており、アンゴラ国側が操作方法に精通していること、②製造業者の代理店が

現地または南アフリカ共和国に設置されていること、③保守部品、消耗品等の入手が

容易であることなどから、調達先を第三国（南アフリカ、欧州等）を含め調達先を検討

する。 

 

(2) 機材搬入方法 

近隣諸国との関係に留意して機材の調達ルートを検討した結果、下記のルートが

妥当と判断される。 

 

・日本製品の搬入ルート 

  日本～＜海上輸送＞～アンゴラ（ルアンダ港）～＜国内輸送＞～サイト 

・南アフリカ製品の搬入ルート 

  南アフリカ（ダーバン、ケープタウン）～＜海上輸送＞～アンゴラ（ルアンダ港） 

  ～＜国内輸送＞～サイト 

・ヨーロッパ製品の搬入ルート 

  オランダ（アントワープ）～＜海上輸送＞～アンゴラ（ルアンダ港）～＜国内輸

送＞～サイト 

 



 

 

4-1-6 実施工程 

(1) 実施工程 

我が国の無償資金協力制度に基づき、以下のとおりの業務実施工程表とした。 

 

表 ４－１ 業務実施工程表 

 

 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画が日本国政府の閣議で承認され、両国間でその実施に係る交換公文（E/N）

が締結された場合、本計画は以下の手順で進められる。 

 1. 両国政府間の交換公文（E/N）の締結 

 2. 実施機関と日本国の銀行との間で、本計画に要する日本側調達資金の支払い

に関する取り極めの締結(銀行取極) 

 3. 実施機関と日本のコンサルタントとの間で、コンサルタント業務契約の締結 

 4. 実施機関によるコンサルタント業務契約に対する支払い授権書（A/P）の発給 

 5. 日本国政府による上記契約の認証および支払い承認 

 6. コンサルタントによる入札図書の作成 

 7. 実施機関による入札図書の承認とコンサルタントによる入札準備 

 8. 入札の実施および入札書の評価 

 9. 実施機関と日本国籍を有する商社との間での機材調達に係る業者契約の締結 

10. 日本国政府による上記契約の認証 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

実 

施 

設 

計 

製 

造 

・ 

調 

達 

(現地調査) 

(入札図書承認) 

(入札・業者契約) 

＜＜＜＜計約計約計約計約 5.25.25.25.2 ヶ月＞ヶ月＞ヶ月＞ヶ月＞  

(製造・調達・集荷) 

(検査) 

(サイト搬入、国内輸送) 

(機材据付・調整、試運転) 
(検収、引渡) 

＜計約＜計約＜計約＜計約 6.56.56.56.5 ヶ月＞ヶ月＞ヶ月＞ヶ月＞  

(国内作業) 

（準備作業） 



 

 

11. 保健省による業者契約に対する支払い授権書（A/P）の発給 

12. 機材製作・施工図の承認（機材供給会社から提出される機材の仕様書の検討・

承認、必要事項の指示、保健省と連絡を密にし、施工上支障がないよう調整す

る） 

13. 機材立会い検査（必要に応じコンサルタントは機材の出荷前工場検査に立会い、

保健省代理人として承認する） 

14. 施工監理（コンサルタントは契約に従い、保健省の代理人として機材仕様書等

の検査・承認、機材の検査・承認、内陸輸送の監理、据付の指導・監理、相手国

側負担工事の監理を実施する） 

15. 工程管理（コンサルタントは交換公文に明示された期限内に、機材調達契約が

完了するよう工程を管理し、機材供給会社に必要な指示を行う） 

16. 完成検査および試運転（コンサルタントは調達機材の据付・設置検査および試

運転検査を行い、仕様書に記載された性能が保証されていることを確認し、検査

完了書を保健省に提出する） 

17. 完成引渡し 

 

(2) 実施期間 

交換公文締結後に日本側で行う各業務に要する期間は、およそ次の通りである。 

 

4-1-7 相手国側の負担事項 

本計画の実施によるアンゴラ国側の分担範囲は次の通りである。 

１） 本計画により輸入される機材について、迅速な陸上げ、通関、国内の輸送のため

に必要な便宜を供与すること。 

2） 本計画実施に係わる任務のためにアンゴラ国内に滞在する日本国民に対し、関

税およびその他の賦課税の支払いを免除すること。 

3） 本計画の実施に必要な機材の持ち込み及び役務の供与に携わる日本国民のア

ンゴラ国における滞在について必要な便宜を供与し、その安全を確保すること。 

業　務　内　容 第1期

1.　コンサルタント業務委託契約および詳細設計協議 　 約1.3ヶ月

2.　詳細設計、入札図書案の作成 1.8

3.　入札図書の承認 0.8

4.　入札業務、業者契約と承認 1.3

5.　機材制作 3.0

6.　輸送 1.5

7.　据付業務（試運転、調整、運転指導・訓練、維持管理指導、

　　引き渡し完了の確認、準備作業などを含む）

合　　　計  　 11.7ヶ月

表4-2　実施期間および業務内容

2.0



 

 

4） 銀行取り極めに基づき、外国為替を取り扱う日本の銀行に銀行取極手数料、支

払い授権書発行の手数料を支払うこと。 

5） 無償資金協力により調達される機材等を、適切かつ有効に維持管理し使用する

こと。また、そのために必要な予算、要員等の確保を行うこと。 

６） 無償資金協力により調達される機材等を適切かつ有効に維持管理し、その利用

および維持管理状況を定期的に日本国政府に報告すること。 

7） 本計画の実施に必要であるが日本の無償資金協力による負担ができない経費に

ついて、その全てを負担すること。 

 

 

4444----2222    概算事業費概算事業費概算事業費概算事業費    

 

4-2-1 概算事業費 

日本の無償資金協力により本計画を実施する場合に必要な事業費の総額は、約

341.8 百万円となり、先に述べた日本とアンゴラ国との負担区分に基づく双方の経費内訳

は、下記に示す積算条件によれば、次のとおりと見積もられる。 

（１）日本国側負担経費  

事 業 区 分 金 額（百万円） 

  総事業費 341.8 

 機材費 

設計監理費 

283.2 

 58.6 

（２）アンゴラ国側負担経費 

       なし 

（３）積算条件 

 1. 積算条件 ：平成 12年 2月 

 2. 為替交換レート ：1US$ = 106.65円 

 3. 施工期間 ：実施工程のとおり。 

 4. その他 ：本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い実

施 

    されるものとする。 

 

4-2-2 運営・維持管理計画 

  ① 運営 

国立の医療機関・施設の運営は全て保健省の管轄下に置かれ、保健省から

の予算によって運営されている。現在、ルアンダにある保健省管轄下のトップレ

ファラル病院はいずれも無料診療で、国家財政の慢性の赤字から、どの医療施

設・機関も、本来課せられた役割を十分に発揮できない状況にある。従って保健



 

 

省は対象施設の運営上に支障を来さないよう、経常的な維持管理予算の確保も

含めパックアップが必要である。 

 

② 医療機材の維持管理体制 

保健省の組織に維持管理局があり、各医療施設・機関に要員を派遣し、医療

機材の維持管理にあたる体制が取られている。当該病院には 1名の維持管理要

員が派遣されていたが、メンテナンス・修理が満足に実施できる体制は取られて

いない。 

保健省に対し、要員の増強と維持管理の定期的実施を義務づける体制を取

るように要望するとともに、本計画では、維持管理用工具機材一式を対象とする

こととした。 

アンゴラ国の実情に鑑み、本計画においては、南部アフリカ地域でアンゴラ国

を市場として経済活動を行っている南アの優良医療機材の代理店とルアンダに

ある代理店を連携させて医療機材の維持管理サービスを実施することを検討す

る必要がある。 

 

③ 維持管理費用 

本医療機材整備計画で新たに増加分の維持管理費用は、試算によると最小

限 US$45,000/年と見込まれる。その増加分の費用は、1998年度予算からすると

当該病院の維持管理等の予算(対象施設予算総額 US$5,364,800 の約 1 割)の

10％弱、総予算額の１％弱程度となる。本プロジェクトを実施した場合、当該病

院に対する維持管理費用の予算増額の必要性は保健省も十分認識しており、ミ

ニッツにおいても認めていることもあり、本計画による病院運営に財務上の支障

は生じないと判断される。 

品名
年間消耗品・保守部品
費／年間（円）

数量 合計（円）

保育器 32,200 6 193,200

新生児人工呼吸器 121,250 2 242,500

除細動器 34,500 2 69,000

麻酔器 61,160 3 183,480

人工呼吸器 121,250 2 242,500

電気メス 76,230 1 76,230

高圧蒸気滅菌器 74,300 2 148,600

分光光度計 283,500 3 850,500

Ｘ－RAY（移動型） 338,700 1 338,700

超音波診断装置（白黒、一般用） 274,100 3 822,300

胎児監視装置 199,200 5 996,000

心電計（１ＣＨ） 32,500 1 32,500

麻酔器（人工呼吸器付き） 61,160 3 183,480

患者監視装置 55,600 7 389,200

合計 4,768,190

表４－３　本計画での機材導入による年間維持管理費試算表
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5555----1111    妥当性にかかる実証・検証及び裨益効果妥当性にかかる実証・検証及び裨益効果妥当性にかかる実証・検証及び裨益効果妥当性にかかる実証・検証及び裨益効果    

 

（1）妥当性の検証 

本計画による直接的及び間接的事業効果の妥当性を、以下の視点から検証した。 

 

① 本計画の上位計画である「国家保健計画」の目的、方向性に合致する計画である。 

② アンゴラ国の母子保健関連の保健統計による乳児死亡率170人/対出生1000人（1997）、

妊産婦死亡率1500人/10万出生（1990）をそれぞれ開発途上国の平均数値 66人/千人、

470人/10万出生までに低減することへ貢献する。 

③ 対象施設はアンゴラ国における母子保健医療のトップレファラルの病院で、3 次医療を提

供する責任を担っているが、長引く内戦の状況下で、機材の更新、補充は全く行われなか

ったため既存の機材の老朽化による医療活動の著しい停滞の状態にあるが、これが解消

され本来の機能回復がはかれる。 

④ 教育施設としての機能を持つ対象施設において、新しい機材の調達により、精度の高い

診断、効果的な治療方法の取得が可能となり、医療従事者の養成と質的向上が期待でき

る。 

⑤ 本計画における調達機材は、既存機材の更新及び補充に重点が置かれていることから、

実施後の維持管理に関する財務上、技術上の問題は生じない。 

⑥ 本計画の裨益対象は、貧困層を含む広く住民に対する医療の向上に寄与するものであ

り、また我が国の無償資金協力で実施が可能なものである。 

 

本計画の実施によって以下の効果が期待できる。 

 

(1) 直接効果 

本計画の対象施設は、アンゴラ国における母子保健医療サービスを提供するルクレシアパイ

ム産婦人科病院である。 本計画の実施により，機材の老朽化及び不足による医療サービス機

能の大幅な低下が問題となっている同施設の機能回復を図り、より良い医療環境を整えること

により、質の高い医療サービスの提供が可能となる。 

・ 診断・治療サービスの向上が図られ，裨益住民に対する医療サービスの信頼性が回復

できる。 

・ 分娩室、手術室、ICU室等の機材整備により、分娩処置の合理化、感染症の低減、手術



 

 

時間の短縮、適切な術後のケア等を可能にし、診療体制の効率化が図られ、より有効な

患者へのサービスが提供できる。 

・ 当該病院の教育機能が回復でき、医療従事者の技術レベルの向上が図られる。 

 

(2) 間接効果 

本計画の実施はアンゴラ国保健医療体制の改善のニーズに呼応するものであり、とりわけ母

子保健医療サービス活動に活力を与え、保健医療分野の改善を国家規模で進めてゆくパイオ

ニア的な計画としての展開が望めることとなる。 

・ アンゴラ国の母子保健医療サービスのレファラル体制が確立できる。 

・ 妊産婦死亡率、乳児死亡率が低減する。 

 

 

5555----2222    課課課課    題題題題    

本計画の円滑な実施と調達機材の効果的かつ継続的な活用を果たすため、以下の事項につ

き提言する。 

① 機材の整備を実施することに伴い、維持管理にかかる人員、予算の確保が必要となる。保

健省は、維持管理面で、対象施設の運営上に支障を来さないよう、経常的な維持管理予算

の確保も含めバックアップが求められる。 

 

② 現在、議会の承認待ちである「国家保健計画」に基づく、母子保健医療関連の妊産婦保健

計画の実施に関し、各病院が行うべき活動内容について、独自に計画立案、実施、評価が

行える体制になるよう早急に指針を打ち出すことが必要である。 

 

③ 本計画で調達される機材が有効かつ長期的に利用ができるように保健省並びに対象病院

において、病院の運営維持管理体制及び機材の部品・消耗品等の在庫管理等の体制を確

立する必要がある。 
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【 資料資料資料資料----1111    調査団員氏名、所属調査団員氏名、所属調査団員氏名、所属調査団員氏名、所属    】 

 

調査団員リスト： 

 

1) 総括／無償資金協力
（団長）

塚原　大貮
国際協力事業団無償資金協力部
業務第二課長

2) 技術参与 堀越　洋一 国立国際医療センター国際医療協力局

3) 業務主任/
運営・維持計画

中島　達郎 ビンコー株式会社

4) 機材計画 （ I ） 村尾　耕一 （株）協和コンサルタンツ

5) 機材計画（Ⅱ） 花岡　直樹 ビンコー株式会社

6) 設備計画 小倉　茂 （株）福永設計

7) 積算/調達計画 三浦　明子 ビンコー株式会社

8) ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語通訳 松崎　洋子 ビンコー株式会社
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